

























































本研究に関連して、Ida S. Sumikura, K. and Nagata A. (2007) “Impact of Mergers and 
Acquisitions on Determinants of Innovation in Japanese Pharmaceutical Firms,” 
Proceedings of 16th International Conference on Management of Technology 
(IAMOT2007)ならびに井田聡子・隅藏康一・永田晃也（2008）「企業境界の変化がイノベ
ーションの決定要因に及ぼす影響-中外製薬に関する事例分析-」『医療と社会』Vol.18, No.2, 
pp.257-271 の 2 本が査読付論文として公表されており、さらにもう一件、井田聡子・隅
藏康一・永田晃也「製薬企業の合併とイノベーションの決定要因」が、査読プロセスを通
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2. 「はじめに」、第 2章、第 3章の構成を工夫して、理解しやすくすべきである。 
3. データ分析はもう少し詳細に行う必要がある。平均値のみでは不十分であり、最小
値、最大値、標準偏差などは少なくともチェックすべきである。説明ももっと丁寧
にすべきである。 
4. 代理指標の妥当性について論理的な説明を加えるべきである。 
5. 同質的な製品セグメントを持つ 2社が合併して技術機会が多様化する可能性、ある
いは、異質的な製品セグメントにある 2社が合併して専有可能性が向上する可能性
についても、検討すべきである。 
6. 事例分析の中の中外製薬の事例の位置づけは、「参考事例」ではなく、位置づけを
より明確化すべき。 
7. 自社オリジン比率を専有可能性の代理指標とすることの妥当性について、検討すべ
きである。申請中の開発品が開発パイプラインから外れただけである可能性も否定
できないため。 
 
上記のコメントに対して、著者は直ちに論文の修正を行い、修正稿を提出し、主査の最
終確認を経た上で、各審査委員の了解を得た。そして博士論文最終版として提出した。審
査委員全員は本論文が本学博士論文として妥当であると結論つけた。 
 
